
川崎市上下水道局固定資産使用料算定要綱 

（昭和４９年２月２８日４９川水総管第４４号） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、川崎市上下水道局財務規程（昭和３９年川崎市水道局規 

程第８号）第１４９条の９の規定に基づき、上下水道局が所管する固定資産 

の使用料について、必要な事項を定めるものとする。 

（使用料の計算） 

第２条 使用料（第６条に規定するものを除く。）は、第４条、第５条、第７

条、第８条又は第９条に規定する基準額（以下この条において「基準額」と

総称する。）に固定資産の使用を開始する日から終了する日までの期間（以

下「算定期間」という。）の月数（ある月の起算日からその翌月に応当する

日の前日（応当する日がないときは、その月の末日）までを１月とする。）

を乗じて計算する。 

２ 算定期間に１月に満たない端数がある場合は、次の各号に従って計算する

（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。）。 

（１）算定期間が１月に満たないときは、基準額に１月の日数に対する算定期 

間の日数の割合を乗じる。 

（２）算定期間が１月以上のときは、基準額に算定期間の開始日から算定期間

において同日に最後に応当する日の前日（応当する日がないときはその月

の末日）までの期間の月数を乗じて得た額に、当該応当する日（応当する

日がないときはその翌月の初日）から算定期間の終了日までの前号の規定

により計算された額を加える。 

（面積の取扱い） 

第３条 使用料の算定の基礎とする面積は、第６条に規定する場合を除き、平

方メートルを単位とし、１平方メートルの１００分の１未満は切り捨てる。



ただし、当該面積の全部が１平方メートルの１００分の１未満であるときは

、１平方メートルの１００分の１とする。 

（土地使用料） 

第４条 土地（配水池、水処理センター等の施設の上部利用地（以下「上部利 

用地」という。）を含む。以下同じ。）の使用料は、当該使用部分に係る基 

準となる年度の固定資産税路線価（以下「路線価」という。）に一定の割合 

を除し、１０００分の２．５（集会所の敷地の用に供する場合は１０００分

の１．６）を乗じて得た額に、当該土地の使用面積を乗じて得た額を基準額

（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。）とし、

第２条の規定により計算を行った額とする。 

２ 前項の土地が次の表のいずれかに該当する場合は、路線価に、（１）につ

いては１００分の５０、（２）については１００分の７０を乗じるものとす

る。ただし、同項の土地が、（１）及び（２）のいずれにも該当する場合は

、両方の割合を乗じるものとする。 

（１） （ア）管路用地 

（イ）上部利用地 

（ウ）高圧線の下にある用地 

（エ）地下埋設物により地上部の使用の制限を受ける用地 

（２） （ア）細長地（間口が４メートル以内で奥行が間口の４倍以上の

もの） 

（イ）狭あい地（面積が１６平方メートル以内のもの） 

（ウ）傾斜地（法面における勾配が３０度以上のもの） 

３ 使用期間が１月に満たないとき又は駐車場（駐車場として整備されていな

いものを除く。）その他の施設の利用に伴って使用させるときの土地の使用

料は、前２項の規定により算出した額に消費税及び地方消費税相当額を加え



た額とする。 

（基準額の調整） 

第５条 固定資産の使用許可を更新する日までに路線価の評価替え（以下「評

価替え」という。）がされている場合において、評価替え時の基準額を評価

替え後の路線価に基づいて算定し直した額が、第１号の額を超え、又は第２

号の額に満たないときは、それぞれ第１号又は第２号の額を、評価替えがさ

れた日から１年を経過した後、最初に到来する４月１日以降に適用する基準

額とする。 

（１）評価替え時の基準額に当該基準額の１００分の５に相当する額を加えた

額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。以下

この条において同じ。） 

（２）評価替え時の基準額から当該基準額の１００分の５に相当する額を減じ

た額 

（構築物を設置する場合の土地使用料） 

第６条 電柱、支線、地下埋設物その他これらに類するものを設置する場合の

土地使用料は、川崎市道路占用料徴収条例（昭和３０年川崎市条例第７号）

別表に定める額に数量を乗じて得られた額とする。ただし、電気通信事業法

（昭和５９年法律第８６号）第１２０条第１項に規定する認定電気通信事業

者が電話柱等を設置する場合の土地の使用料は、電気通信事業法施行令（昭

和６０年政令第７５号）別表第１に定める額を１２で除した額（その額に１

円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。）に数量を乗じて得ら

れた額とする。 

２ 前項の規定による使用料の額は、使用開始の日の属する月から使用終了の 

日の属する月までの月数を乗じたものとする。ただし、使用期間が１月に満 

たないときは、その月数を１月として前項に基づき算定した額に消費税及び 



地方消費税相当額を加えた額を使用料とする。 

３ 電線、埋設管等の長さについて、１００分の１メートル未満のもの又は１

００分の１メートル未満の端数があるものは、その全長又はその端数の長さ

を切り捨てて算定する。 

４ 使用面積について、１００分の１平方メートル未満のもの又は１００分の

１平方メートル未満の端数があるものは、その全面積又はその端数の面積を

切り捨てて算定する。 

（特別高圧架空電線を設置する場合の土地使用料） 

第７条 特別高圧架空電線を設置する場合の土地使用料は、第６条の規定にか

かわらず、路線価に一定の割合を除し、１０００分の２．５を乗じて得た額

に、当該土地の使用面積（鉄塔敷を除く。外側線の中心から水平距離３メー

トルの範囲とする。）を乗じ、次に定める割合を乗じて得た額を基準額（そ

の額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。）とし、第２

条の規定により計算を行った額とする。 

（１）使用電圧が１７０，０００ボルトを超えるもの １００分の５０ 

（２）使用電圧が７，０００ボルトを超え、１７０，０００ボルト以下のもの 

１００分の３０ 

（建物使用料） 

第８条 建物（附帯設備を含む。以下同じ。）の使用料は、当該建物の帳簿価

額に１０００分の７．３（集会所の用に供する場合は１０００分の５．５）

を乗じて得た額に当該建物の延べ面積に対する使用面積の割合を乗じて得た

額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。）に、

第４条の規定により算定した額（一部使用の場合は、当該建物の使用面積に

対応する額）を加えた額を基準額（その額に１円未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てる。）とし、第２条の規定により計算を行った額に消費



税及び地方消費税相当額を加えた額とする。 

（その他の使用料） 

第９条 構築物（橋りょう、塔等）の使用料は、別表に定める単位当たりの使

用料に数量を乗じて得られた額に消費税及び地方消費税相当額を加えた額と

する。 

２ 機械及び装置の使用料は、当該機械及び装置の帳簿価額に１０００分の７

．３を乗じて得た額を基準額（その額に１円未満の端数があるときは、その

端数を切り捨てる。）とし、第２条の規定により計算を行った額に消費税及

び地方消費税相当額を加えた額とする。 

３ 第４条及び前条の規定にかかわらず、各種自動販売機を設置するための 

使用料は、１月１台につき２，７００円（建物の外に設置する場合は１，２

００円）とする。 

４ 野立て看板を設置するための使用料は、土地の占用面積について第４条の

規定に基づき算定した額に、看板の掲載面積について第６条の規定に基づき

算定した額を加えた額とする。 

（その他必要事項） 

第１０条 この要綱に定める基準による使用料の算定が著しく不適当又は困難

と認められるときは、使用の態様、立地条件、その他の事情を考慮して、そ

の都度上下水道事業管理者が定めるものとする。 

附 則 

１ この要領は、昭和４９年２月２８日から施行する。 

２ この要領施行と同時に固定資産使用料算定要領（昭和４５年１０月１６日 

４５川水総管第３７５号）は廃止する。 

附 則（昭和５４年５月３０日５４川水総管第１７１号） 

この改正要領は、昭和５４年４月１日から施行する。 



附 則（昭和５７年２月２５日５７川水総管第４９号） 

この改正要領は、昭和５７年４月１日から施行する。 

附 則（昭和６１年２月７日６１川水総管第３７号） 

この改正要領は、昭和６１年４月１日から施行する。 

附 則（昭和６３年３月３１日６３川水総管第１０２号） 

この改正要領は、昭和６３年４月１日から施行する。 

附 則（平成元年３月３１日１川水総管第１１６号） 

この改正要領は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成４年９月２９日４川水総管第３２９号） 

この改正要領は、平成４年１０月１日から施行する。 

附 則（平成９年３月２５日８川水総管第３４３号） 

この改正要領は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年３月３０日１２川水総管第１７６号） 

この改正要領は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年３月３１日１６川水総管第６４２号） 

この改正要領は、平成１７年３月３１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月３０日１８川水総管第７９５号） 

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月３１日１９川水総管第７８７号） 

この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年６月３０日２１川水総管第１７４号） 

この要領は、平成２１年７月１日から施行する。 

附 則（平成２２年３月３１日２１川水総管第８０３号） 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２９日２４川上総管第１６３２号） 



この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月１３日２５川上総管第２５１３号） 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１月３０日２６川上総管第２４４９号） 

この要綱は、平成２７年２月１日から施行する。 

附 則（平成３０年６月６日３０川上経管第３９６号） 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則（令和６年１２月１１日６川上総管財第１４５５号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の要綱の規定は、固定資産の使用を開始する日がこの要綱の施行の

日以後である固定資産の使用許可について適用し、同日前に固定資産の使用

を開始する固定資産の使用許可については、なお従前の例による。 

 



別表（第９条関係） 

種類 単位 使用料（単位円） 

柱・アンテナ類 １月１本につき ３６０ 

線類 
 

１月１メートルにつ 

き 

２０ 

 

管 

類 

 

外径が０．４メートル

未満 
２１０ 

外径が０．４メートル

以上 
５２５ 

案内板 １月１か所につき ４９５ 

 


